


国立教育
政策研究所

文部科学省の教育ＤＸ推進体制の整備

総合教育
政策局

初等中等教育局 高等教育局

学校デジ
タル化PT
（R3.10ｰ）
【新設】

教育ＤＸ
推進室

（R3.4～）
【新設】

関係課に
よる推進
体制を明
確化

教育データ
サイエンス
センター
（R3.10～）
【新設】

就学支援・
教材課

（R3.10ｰ）
【新設】

➢ 教育分野において必要なDX（デジタルトランスフォーメーション）に関する取組を早急かつ
一体的に推進していくことが必要。デジタル庁等と連携して取組みを加速。



アナログ・紙をデジタル
化により効率・効果的に

第１段階
デジタイゼーション

Digitization（“ＩＣＴ化“）

第２段階

デジタライゼーション

Digitalization

第３段階

デジタルトランスフォーメーション

Digital Transformation（ＤＸ）

デジタル技術・データ活用による
指導・教育行政の改善・最適化

教育ＤＸのイメージ

学習モデルの構造等が質的
に変革し、新たな価値を創
出

●ハード・ネットワーク整備
ＧＩＧＡスクール構想

●教育・学習のデジタル化
デジタル教科書の導入
学校業務のデジタル化
ＣＢＴ

●手続き・事務のデジタル化
働き方改革

●場所や時間等にとらわれない学
び、個人の特性に応じた生涯通じ
た学びなど、学びが連続的に改良

●学習におけるデジタルとアナロ
グのベストミックス

●コンテンツを便利に、シームレ
スに利活用し、学習の記録等も必
要な時に必要な人が参照可能に

データの標準化
ＡＰＩ、標準規格

●データの分析・利活用により、
有用な知見の共有・活用



✓ 初等中等教育段階の学校教育における児童生徒（学習者）のデータが基本。

✓ ①児童生徒（学習面：スタディ・ログ、生活・健康面：ライフ・ログ）、②教師の指導・支援等
（アシスト・ログ）③学校・学校設置者（運営・行政データ）。

✓ 定量的データ（テストの点数等）だけではなく、定性的データ（成果物、主体的に学習に取
り組む態度、教師の見取り等）も対象。

教育データの利活用に係る論点整理（中間まとめ）概要

（１）教育・学習は、技術に優先すること

（２）最新・汎用的な技術を活用すること

（３）簡便かつ効果的な仕組みを目指すこと

（４）安全・安心を確保すること

（５）スモールスタート・逐次改善していくこと

３．教育データの利活用の目的（将来像の具体的イメージ）

１．教育データの定義 ２．教育データの利活用の原則

令和３（2021）年３月
教育データの利活用に関する有識者会議

4



GIGAスクール構想による１人１台環境の構築が進む中、

まずは、全国の学校現場で公教育データの一次利用ができる環境の充実が急務。二次利用についても同時並行で検討・実施。

① 一次利用（現場実践目的）と二次利用（政策・研究目的）

４．教育データの利活用の視点

✓ 一次利用：個々の児童生徒、特定の状況・場面等に応じて活用。

✓ 二次利用：全体の状況・傾向等を把握。
具体的な個人等を特定できる情報は用いない。

② 公教育データと個人活用データ

✓ 公教育データ ：公教育の実施に必要なデータ。

✓ 個人活用データ：学校外のデータを含め、個人として活用していくデータ。
二次利用を含め、政府全体で検討を深める必要。
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✓ 国際標準規格に沿いつつ、我が国の実情に合う形で進めていくべき。

✓ 活用結果を踏まえ、改訂・洗練していくことが求められる。

✓ 大学をはじめ生涯を通じた学びにおけるデータ利活用を推進する観点から、標準化の範
囲拡大等に取り組む必要。

✓ デジタル教科書や様々な教材等で「学習指導要領コード」 等を活用していくべき。

✓ 児童生徒IDの在り方については、技術の進展も見つつ、今後、具体的なユースケースを
もとに検討が必要。
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５．学校現場における利活用（公教育データの一次利用）

６．ビッグデータの利活用（公教育データの二次利用）

８．教育データの標準化

✓ 正確な把握に基づく個別最適な対応を行う際、多面的なデータの活用が有用。

✓ 学校・自治体がデータを主体的に活用できるよう、ユースケースを収集し、知見の共有を図
るべき。また、支援体制の構築や自治体間が連携できるコミュニティづくりが必要。

✓ デジタル教科書・教材が連携し、他のデータと併せて活用できるようにするべき。

✓ 学習ツールの窓口となる 「学習ｅポータル」の普及促進を図るとともに、ガバメントクラウド構
想等も踏まえつつ、学校・自治体ごとのデータ集約の標準モデル構築等が必要。

✓ 児童生徒や教職員が実際に活用するシーンから、必要な仕組みを検討することが必要。

✓ 優れた教師の指導の可視化・定量化など、学校現場が必要とするものをくみ取るとともに、
効果的だったものが研究者にも伝わる双方向のルート確保が重要。

✓ データ利活用のポリシーに係る議論を進めるべき。その際、学習者本人が意図しない形
での不利益な取扱い等がされないことが必要。

７．生涯を通じたデータ利活用（個人活用データ）

✓ 希望する者が、公教育データだけではなく、自身の様々な個人活用データを集約し、本人
が自由に使えるようにすることで利便性が高まる。

✓ 多様な分野の事業者等との間でデータを安全にやり取りする必要があるため、政府全体に
おいて検討を深める必要。

✓ 各学校において、便利に利活用できる仕組
みの構築が必要。

✓ 様々な教育データを相互に参照し合えるこ
とにより、複数のコンテンツやシステムを円滑
に使用できることが重要。

✓ 教育水準の向上には、現場の実践や政策
立案に資する、大規模な教育データ（ビッ
グデータ）の分析に基づいた評価・改善等
が必要。その際、具体的な個人等を特定で
きる情報は用いない。

✓ 学びの連続性・継続性というメリットがある
一方、本人の望まない形でデータが流通・
利用されることを懸念する声もある。

✓ 教育データの相互運用性を確保するため、
データ内容・規格の標準化は不可欠。

✓ 文部科学省 「教育データ標準」 の検討を
加速化すべき。



教育データの利活用の現状

①

行政系データ
(統計・調査)

国や自治体が統計・調査などに

より収集・蓄積しているデータ

②

校務系データ
(指導要録・健康診断票等)

学校運営に必要な児童生徒の学籍

情報等のデータ

③

学習系データ
(スタディ・ログ等)

ワークシートや学習ドリル、アンケート

などの学習に関するデータ

【スモールデータ】（一次利用）
• 主に児童生徒・教員が活用

• １システム内で匿名化せず活用

（例：学校におけるデジタル教材の活用

状況の活用等）

◎ ◎ △

【ビッグデータ】（二次利用）
• 主に行政・研究機関が活用

• 多システムで匿名化して活用

（例：全国的なソフト活用状況等）

○ × ×

広く活用 広く活用 活用スタート

一部で活用
仕組みが未整備 仕組みが未整備



初等中等教育における教育データ標準化 目的・方向性

◎ Pedagogy First, Technology Second
多様な子供たちを誰一人取り残すことなく、個別最適化された学びの実現や、学校現場

での「主体的・対話的で深い学び」に向かうためのデータ活用となることが実現できるた
めデータの標準化を行う。

◎教育データの相互運用性
これまでサービスや媒体に依存していた我が国の教育データ活用を、サービスや媒体に

よらずに相互に交換、蓄積、分析が可能となるようデータの標準化を行う。

◎学習活動の効果の最大化を念頭においた標準化
本人の振り返り、学校等における指導、研究・政策への活用の３つの局面での教育デー

タの利活用が効果的にでき、学習活動の効果が最大化するためにはどのようなデータ利活
用が重要かを念頭において標準化を設計する。特に、我が国の強みを生かせるよう以下の
点に留意。
・我が国で豊富な実践の蓄積、現場での知見の可視化
・成果だけではなく、教員の指導・児童生徒の学習のプロセスの可視化

◎多様な社会の力を活用できるための標準化
デジタル教科書・デジタル教材や外部コンテンツ等の活用がデータ連携により容易とな

り、より多様な社会の主体の力を学校の教育活動に活用できるようになるように標準化を
行う。

教育データ標準化の目的・方向性
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初等中等教育における教育データ標準化 スケジュール

◎ＧＩＧＡスクール構想により小・中学校等の１人１台端末導入が加速し、データの収
集・活用に関して一定のルールが必要な緊急の状況がある。

◎このため、教育データ全体の将来的な展望を視野に入れつつも、まず教育データの枠
組みの提示と学習分野の共通事項である学習指導要領コードを2020年10月に第１版とし
て公表を行った。その後、これまで制度等に基づき学校現場において普遍的に活用され
てきたデータ等を第２版として2021年秋頃の公表に向けて検討を進める。また、活用結
果を見ながら、必要があれば改訂を行う。

教育データ標準化に関するスケジュール

令和２（2020）
４月

７月 １０月

令和３（202１）
1月

4月 ７月 １０月

データ標
準公表

（第1版）検討

データ標準
公表

（第２版）検討
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初等中等教育における教育データ標準化 枠組み・イメージ

【児童生徒情報】
性別、生年月日、
在席校、学年 等

【教職員情報】
免許、勤続年数等

【学校情報】
学校コード、児童生徒
数、学級数、教職員数

等

【学習内容情報）
教科書・教材等のタイトル等の一般的情報、
対象学年・学習分野等の分類情報、権利情

報や作成者等の情報等
学習指導要領コード

①主体情報

児童生徒、教職員、学校
等のそれぞれの属性等の

基本情報を定義。

②内容情報

学習内容等を定義

③活動情報

何を行ったのかを定義
（狭義の学習行動のみだ
けではなく、関連する行

動を含む）

Ａ 生活活動 生活に関する行動の記録
学校の出欠、健康状況等

Ｂ 学習活動 学習に関する行動の記録
学習記録、成果物の記録、成績・評価情報

Ｃ 指導活動 指導に関する行動の記録
指導分野の記録等
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データの標準化は、教育データの相互流通性の確保が目的であり、あらゆる取得できる可能性のあるデー
タを対象に行うのではなく、全国の学校、児童生徒等の属性、学習内容等で共通化できるものを対象とする。



C社 学習ツール
（デジタル問題集）

学習指導要領（小学６年社会）
３ 内容の取扱い

（２）内容の（２）については、次のものを取り扱うものとする。

ウ アの（ア）から（コ）までについては、例えば、次に掲げる人物を取り上げ、人物の
働きを通して学習できるよう指導すること。～略～ 織田信長…

8220265232000000

③問題解答

博物館
デジタルアーカイブ

B社 学習ツール
（デジタル教材）

④解答に関連する資料が表示される

➢ 学習指導要領をキーにして、各民間事業者のデジタル教科書・教材ツール・学習ツールや、博物館
のデジタルアーカイブを関連付けすることができる。

学習指導要領コード活用イメージ

学習指導要領コード

①デジタル教科書の該当ページ
を「ポチッ」

11

8220265232000000

8220265232000000

8220265232000000

A社
デジタル教科書

8220265232000000

※教材等の各事項には学習指導要領コードが複数付与される場合もあり、常に１対１となるものではない。
（各事項ごとに学習指導要領コードをタグづけして活用するイメージ）



メクビット

ＭＥＸＣＢＴ

ＭＥＸＴ＋ＣＢＴ
文部科学省 Computer Based Testing

学びの保障オンライン学習システム
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ＭＥＸＣＢＴ

ＭＥＸＣＢＴ
基本システム

◼ 公的なＣＢＴプラットフォームとして、デジタル学習の基盤的な仕組み

◼ 利活用者、事業者を超えて相互に利活用が可能な汎用的な仕組み

（国際標準規格等の汎用的な仕組みの導入）

→ 問題・データや知見等の相互利活用（教育ＤＸ）

手動採点システム

学習eポータル 学習ツール

アイテム システム

国開発
ＣＢＴ問題

（全国学調等）

自治体開発
ＣＢＴ問題
（学調等）

ＣＢＴならでは問題
（動画等）

学習eポータル

記述式自動採点システム（試行）

アダプティブシステム等
のさらなる拡張システム

デジタル教科書

デジタル教材

デジタル教材

デジタル教科書

問題バンクシステム
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１人１台端末（GIGAスクール構想）

MEXCBT（メクビット）の基本的な考え方



✓ 国が作成した問題（全国学調・高
卒認定試験等）で学習できる。

✓ 採点は基本的に自動採点。
即時に結果の確認が分かる。

✓ 令和２年度からプロトタイプを開発
、約14万人が試行。

✓ 令和３年度は、問題追加や機能拡
充等を行い、希望する全国の小・
中・高校で活用可能に

◼ 災害・感染症等による学校の臨時休業など、緊急時でも、子供たちの学びを保障できるよう、文部科学省においてCBTシス
テム（MEXCBT）を開発。

◼ 学校でも家庭でも、学習・アセスメントが可能となり、「GIGAスクール構想」 により実現する 「１人１台端末」 を活用した
「デジタルならでは」 の学びを実現。

児童生徒

保護者

教師学びの保障オンライン学習システム
（ＭＥＸＣＢＴ）

どこでも勉強できる！

子供の学習状況が分かる！

国や教育委員会が作成する
問題を使える！

自治体

どこが理解できていないか
すぐにわかる！

一人一人に対応した支援が
できる！

学校の授業と家庭学習を
つなげることができる！

自治体の状況が分かる！

子供の学習状況
を把握

解説を見ながら学習
結果をフィードバッ

ク

令和4年度の姿（概算要求）

✓ 希望する全国の小・中・高校に加
え、大学等での活用も開始

✓ 活用できる問題等の質・量充実

✓ 全国学調CBT化等を見据えた機
能拡充

問題を解答 定期テスト等の作成

学習の進捗状況
指導の改善点の把握

詳しい解説がある！
※ 一部の問題

自治体の学習状況
を把握

採点が簡単で
負担が少ない！
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オンライン学習システム（CBTシステム） ※ CBT ： Computer Based Testing 



R2、R3前期
（プロトタイプ）

Ｒ３後期
（機能拡充版）

Ｒ４～

●全国数百校で実証
●2,000問搭載
（全国学調等）

●希望する全国の学校で活用
●約１万問搭載（年度内に２～３万問程度）
（全国学調＋地方学調
＋ＣＢＴならでは問題等）

●機能拡充（年度内に順次機能追加）

●希望する全国の学校で活用
●さらに問題等を追加
●全国学調ＣＢＴ試行調査等で活用
●4月から通年で利用できるよう検討

◼ 令和２年度からプロトタイプ（試行版）を開発

◼ 公的なＣＢＴプラットフォームとして、徐々にコンテンツや機能を拡充

◼ MEXCBT(機能拡充版)については、11月1日から利用申し込みを受け付け、11月下旬
から、全国の希望する小中高校等での活用を順次開始

MEXCBTの全体スケジュール
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MEXCBT（機能拡充版）のイメージ

プロトタイプ版
（令和2年度、令和3年7月～10月）

機能拡充版
（令和3年11月下旬～順次コンテンツ・機能を追加）

コンテンツ ●国が開発した学力調査等の問題
（全国学力調査の問題等、約2000問）

●テスト作成サイトにおける現場教員作成
問題

●地方自治体等の学力調査等の問題
●動画等を活用した「CBTならでは」問題
●質問紙調査等の多様な形式

機能 ●基本的な問題処理システム
（選択式問題や短答式問題を自動採点）

●プロトタイプを踏まえた使い勝手の向上
（問題バンク、問題検索・選択の利便性向上、入力ツ

ールの拡充）
●記述式問題の採点システムの充実
（教員の手動採点を可能に。自動採点機能の試行）

●問題配信等の自由度の拡大
（特定の問題を特定の自治体・学校に配信可能に）

「CBTならでは」問題のイメージ

PISA2015における問題の一例

複数の動画
を見て解答
する問題

16
「令和２年度学力調査を活用した
専門的な課題分析に関する調査研究」より



MEXCBTのプロトタイプの実証の状況

福島大学附属中学校ＨＰより抜粋

児童生徒は問題を解けば正答率が出るため、楽しそうに使っていた。今後も利用したい。

教員は配信するだけでテストを利用できるため、印刷や採点の手間が省け、業務効率が向上した。

MEXCBTは、授業中や放課後に活用したり、家庭学習（宿題）の際に活用したりした。

実証の様子

七尾市立朝日小学校ＨＰより抜粋 梼原町立梼原学園ＨＰより抜粋

授業での
活用

朝学習で
の活用

✓ 令和２年度にCBTシステムのプロトタイプを開発。

✓ プロトタイプには、国が作成した既存の問題（全国学力・学習状況調査問題や高等学校卒業程度認定試
験問題など）をデジタル化して、約2000問を搭載。

✓ これまで延べ約14万人（令和２年度３万人、令和３年度１１万人）の児童生徒が活用。

プロトタイプの実証

MEXCBTを活用した現場からの声（一部抜粋）

学習の様子
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①学習の窓口機能
多様な学習リソース (デジタル教科書・教材, 各種ツールなど) の互換性のあるデータを学習eポータルで一覧的

に可視化して活用することができる機能（個別最適な学び・協働的な学びへとつながる）

②連携のハブ機能
シングルサインオン等のアクセスの容易化など、学習リソースの利活用の連携のハブとして機能

（活用者が便利になるとともに、デジタル教材等事業者が個々のソフトごとに連携する手間が省けて不要なコス
トがかからなくなる。）

③文科省システム（MEXCBT）のアクセス機能

文科省が運用する公的ＣＢＴプラットフォーム（ＭＥＸＣＢＴ）へアクセスする機能

学習eポータルの概要

◎2020年度及び2021年度の文科省学びの保障オンライン学習システム開発事業における文科省ＣＢＴシステム（ＭＥＸＣＢ
Ｔ）のプロトタイプ開発において、窓口機能として学習eポータルを導入（約14万人の児童生徒が試行）

◎ICT CONNECT21において、事業者、研究者により、学習ｅポータルの標準モデルや技術規格などを検討し、2021年3月に
公表（https://ictconnect21.jp/news_210401_001/）。これらを踏まえ、各社が学習ｅポータル標準に則った機能を実装。

◎学習eポータルは、現時点（2021年10月）では次の4つですが、今後さらに増えていくことが見込まれます。

機能の
考え方

協調領域

競争領域

ツール間の相互互換性を担保するため、国際標準
規格などの汎用的な定義を行い、各ツールとも実装

協調領域以外の部分は、各社が創意工夫を行い独
自に機能を実装

・学習ツール連携機能

・スタディログ受け取り機能

・ダッシュボード機能

・時間割・スケジュール機能 等
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●L-Gate（株式会社内田洋行）
●Open Platform for Education (OPE)（日本電気株式会社）
●まなびポケット（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社）
●Studyplus for School（スタディプラス株式会社）

※MEXCBTを活用する際はオンライン学習システム推進コンソーシアムが提供する学習eポータルを活用することも可能です。

https://ictconnect21.jp/news_210401_001/


因果
説明

（なぜ）

現状

把握

予測
（次は何を
すべきか）

データ間の関係性から、今後
起きうる事象を予測する
（機械学習等）

効果に与える原因を特定する
（ＲＣＴ等）

現状がどのような状況・性質・傾向
・特徴を持っているかを明らかにする
（記述統計等）

教育データから何が分かるか
参考



データなし

データ

データ
データ

教育データの分析からアクションまで

現状把握 因果説明予測

（例）不登校生徒数は
昨年５人、今年は２人

（例）Ａ→Ｂ
にはＸが最
も効果

（例）次にＬとなる確率は６0
％、Ｍとなる確率は２０％

次の打ち手（アクション）

様々な要因
を加えた検討

様々な要因
を加えた検討 様々な要因

を加えた検討

根拠・メカニズムは
必ずしも明快ではない

根拠は明快

データ標準化

データの記録
データの集約

データ分析

検討
データからいかに
打ち手に有益な
示唆が引き出せる
かが鍵



実証研究：協働学習における先端技術・教育データの活用

• 児童生徒一人一人の発話内容等を可視化することにより、的確な評価につなげ、教員の指導改善に生かす。
• 従来の発想にとらわれないグループの組み合わせが提案され、教員の新たな知見・気づきにつながる。
• 児童生徒に、授業中の発話内容や量等をフィードバックすることで気づきを与え、主体的な学びに繋げる。

⊡児童生徒ごと、グループごと、クラス全体の発話量や内容等を確認できる。
⊡グループ人数やパラメータ等をインプットすると、システムが最適と判断したグループを自動生成できる。

児童生徒

僕はこうやって
話しているのか
次はもう少し工夫
してみよう

教員

グループ内のＡ君が
全く発言してないな
声かけしてみよう

京都市
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ＡＩ分析 センシング ダッシュボード



• 埼玉県学力・学習状況調査（県学調）は、パネルデータ・IRTを活用し、一人一人の学力の伸び（変化）を
継続して把握することが可能。

• 県に蓄積されたビッグデータと学校が保有するデータをAIで分析し、子供の学習のつまずきの把握や、将来
の学力の状況などを予測。教員が分析結果を、授業づくりや学級経営、個人面談などで活用し検証。

⊡ 問題間のつながりを可視化、個別の児童生徒の正誤情報をマッピングし、どの問題でつまずいていたかを抽出。

• つまずき箇所について、一定の納得感を得られた
• 過去学年の学習に取り組む際にも、保護者の理解が得やすくなる

埼玉県
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実証研究：個別指導における先端技術・教育データの活用

ＡＩ分析 ダッシュボード



• 授業中の教職員の行動（板書、机間巡視）や、児童生徒の行動（挙手、視線）を可視化・分析することによ
り、教師自身の授業の振り返りなど授業改善に活用できる。

• 客観的な授業解析結果として、研究授業での教師に対するフィードバックに活用できる。

⊡ 教職員や児童生徒の発話比率や行動を可視化できる。

Ａ君はあまり黒板の方
を向けていないな
きちんと理解できたか
聞いてみよう

箕面市

授業の振り返り

研究授業

Ｂ君の机にはあまり立
ち寄れていないので
もっとケアしてあげる
必要がありますね
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実証研究：教師の研修支援における先端技術・教育データの活用

ＡＩ分析 センシング ダッシュボード



教育データの分析・利活用の政策立案・現場への活用

○教育データの分析・利活用の課題
・これまでも行われているものは成果や知見が散在しており、必要な現場に届いていない。
・各主体がバラバラと取り組んでおり、体系化され、すぐに活用ができるようなっていない。

https://ies.ed.gov/ncee/wwc/Intervention/1188

https://resas.go.jp/tourism-foreigners/route

○現場で役立つ知見を全国の必要な学校・設置者も享受できるように取組を進める。
（①知見の集約・整理・体系化・普及 、 ②現場で役立つ知見の創出）

◇令和３年度中に文部科学省は「教育現場における教育データ利活用ガイドブック」を公表予定
◇令和4年度に国立教育政策研究所に「公教育プラットフォーム」を構築予定





■教育データ分析支援ユニット
国・自治体、研究者等の利用者のニーズを踏まえた
教育データプラットフォームの構築及び国・自治体
の教育施策や学校での実践に資するデータの分析
・研究を実施・支援し、教育データを利活用した
EBPMの推進や研究の活性化を目指す。

■学習評価（アセスメント）と学習指導ユニット
学力アセスメントの将来像を見据え、CBTデータの
収集・加工、分析、可視化し、教育現場に分かりやす
いフィードバックを行うことで、児童生徒の学び方の
変容、教師の学習指導の改善、さらにデータに基づ
いた生活指導、学校経営など教育の質の向上を目
指す。

■教育データサイエンスデモンストレーションユニット
AI技術を積極的に活用したデータ分析に基づく教
育モデルのデザイン・実践、事例のショーケース化に
よる教育データサイエンスの普及・発展を目指す。

教育データ
プラットフォームの構築 研究ネットワークの構築

アウトプット アウトカム 教育の質の向上

エビデンス環境整備


